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（単位：円）

資産の部
Ⅰ　固定資産
1 有形固定資産

土地 48,939,679,513
建物 92,703,718,624

減価償却累計額 △63,117,704,107   
減損損失累計額 △20,226,526         29,565,787,991

構築物 6,149,671,906
減価償却累計額 △4,151,034,173    1,998,637,733

機械装置 486,344,295
減価償却累計額 △238,869,183       247,475,112

工具器具備品 44,520,950,604
減価償却累計額 △35,232,609,120   9,288,341,484

図書 4,776,727,100
美術品・収蔵品 129,299,970
船舶 61,059,300

減価償却累計額 △54,813,331         6,245,969
車両運搬具 224,879,332

減価償却累計額 △154,671,941       70,207,391
建設仮勘定 63,653,650

有形固定資産合計 95,086,055,913

2 無形固定資産
特許権 45,301,421
電話加入権 2,550,000
ソフトウェア 97,384,350
特許権仮勘定 43,247,617
商標権仮勘定 366,060
育成者権仮勘定 9,320

無形固定資産合計 188,858,768

3 投資その他の資産
投資有価証券 2,692,111,695
差入敷金・保証金 4,015,000
預託金 169,710
長期貸付金 4,760,000
長期前払費用 21,756,513

投資その他の資産合計 2,722,812,918
固定資産合計 97,997,727,599

Ⅱ　流動資産
現金及び預金 18,810,165,641
未収学生納付金収入 691,696,300

徴収不能引当金 △5,946,850          685,749,450
未収附属病院収入 5,562,571,412

徴収不能引当金 △2,610,783          5,559,960,629
その他未収入金 1,013,614,556

貸倒引当金 △1,929,136          1,011,685,420
契約資産 452,473,738
有価証券 499,877,449
たな卸資産 11,370,652
医薬品及び診療材料 580,101,126
貸付金 4,070,000
前払費用 92,297,419
未収収益 25,731,316
その他流動資産 107,343,326

流動資産合計 27,840,826,166

資産合計 125,838,553,765

貸　借　対　照　表
（令和8年3月31日）
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（単位：円）

負債の部
Ⅰ　固定負債

長期繰延補助金等（＊） 2,819,127,070
大学改革支援・学位授与機構債務負担金 222,716,809
長期借入金 8,276,951,000
退職給付引当金 374,271,206
長期リース債務 1,335,207,579
資産除去債務 369,551,613
その他固定負債 21,000,000

固定負債合計 13,418,825,277

Ⅱ　流動負債
運営費交付金債務（＊） 3,104,973,841
預り施設費 28,950,000
預り補助金等（＊） 1,075,087,544
寄附金債務（＊） 4,544,586,410
前受受託研究費（＊） 421,545,633
前受共同研究費（＊） 545,528,107
前受受託事業費等（＊） 6,366,262
前受金 244,383,412
科学研究費助成事業等預り金 621,516,671
預り助成金 277,923,515
預り金 895,873,411
一年以内返済予定大学改革支援・学位授与機構債務負担金 187,266,954
一年以内返済予定長期借入金 1,227,216,000
未払金

リース債務 629,373,533
未払金（その他） 7,239,658,437 7,869,031,970

未払費用 29,391,306
未払消費税等 41,609,900
賞与引当金 757,702
資産除去債務 8,449,910
その他流動負債 530

流動負債合計 21,130,459,078

負債合計 34,549,284,355

純資産の部
Ⅰ　資本金

政府出資金 65,260,120,096
資本金合計 65,260,120,096

Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金 40,272,334,298
減価償却相当累計額（△）（＊） △40,259,273,325     
減損損失相当累計額（△）（＊） △20,226,526          
利息費用相当累計額（△）（＊） △21,321,847          
除売却差額相当累計額（△）（＊） △1,318,620,100      

資本剰余金合計 △ 1,347,107,500

Ⅲ　利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金（＊） 10,474,085,107
教育・研究・診療等事業充実積立金（＊） 2,210,671,946
積立金 13,773,228,262
当期未処分利益 918,271,499
（うち当期総利益） (918,271,499)

利益剰余金合計 27,376,256,814

純資産合計 91,289,269,410

負債純資産合計 125,838,553,765

（＊）　これらは，国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目です。
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（単位：円）

経常費用
業務費

教育経費 4,265,033,705
研究経費 3,131,022,702
診療経費

材料費 13,971,787,635
委託費 3,685,948,877
設備関係費 4,041,144,224
研修費 21,758,417
経費 1,235,748,302 22,956,387,455

教育研究支援経費 810,238,018
受託研究費 1,969,592,127
共同研究費 354,059,201
受託事業費等 187,536,686
役員人件費 225,049,815
教員人件費

常勤教員給与 13,085,747,354
非常勤教員給与 2,757,325,478 15,843,072,832

職員人件費
常勤職員給与 8,798,441,769
非常勤職員給与 5,007,334,512 13,805,776,281 63,547,768,822

一般管理費 1,497,947,405
財務費用

支払利息 69,467,983 69,467,983
雑損 10,001,301

経常費用合計 65,125,185,511

経常収益
運営費交付金収益（＊） 15,327,846,576
授業料収益 6,319,040,360
入学金収益（＊） 923,566,400
検定料収益 159,454,220
附属病院収益 33,191,538,355
受託研究収益（＊） 2,593,622,103
共同研究収益（＊） 464,878,030
受託事業等収益（＊） 190,401,310
補助金等収益（＊） 3,561,046,527
寄附金収益（＊） 1,788,002,443
施設費収益 530,590,243
財務収益

受取利息 73,208,913
為替差益 27,766,788 100,975,701

雑益
財産貸付料収入 271,185,207
講習料 17,023,800
版権・特許料収入 6,916,411
手数料収入 1,998,560
物品等売払収入 30,035,780
あゆみ保育園保育料収入 17,174,800
研究関連収入 385,409,616
その他雑益 212,952,549 942,696,723
経常収益合計 66,093,658,991

経常利益 968,473,480

臨時損失
固定資産除却損 505,009,955
過年度損益修正損 11,299,777 516,309,732

臨時利益
固定資産売却益 116,596 116,596

当期純利益 452,280,344
前中期目標期間繰越積立金取崩額（＊） 462,021,201
目的積立金取崩額（＊） 3,969,954
当期総利益 918,271,499

（＊）　これらは，国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目です。

（注１）　資本剰余金を減額したコスト等
　 当期総利益 918,271,499

　　　減価償却相当額 △1,751,740,028    
　　　減損損失相当額 -                         
　　　利息費用相当額 16,124,528           
　　　除売却差額相当額 △141,115,918       
　　　賞与引当増加相当額 △30,427,456         
　　　退職給付引当増加相当額 △1,093,701,815    
　　　小計 △3,000,860,689   
　 施設費収益相当額 2,808,460,240      
　 その他 400,251,582        
資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 1,126,122,632

（注２）　科学研究費助成事業等
当期受入額 1,362,790,285          
当期支出額 1,307,950,481          

損　益　計　算　書
（令和7年4月1日～令和8年3月31日）
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65,260,120,096 65,260,120,096 37,919,344,955 △39,235,862,091 △156,478,258 △37,446,375

Ⅰ　資本金の当期変動額

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 2,808,460,240

固定資産の除売却 △ 855,722,479 728,328,794 127,393,685

減価償却 △ 1,766,023,954

固定資産の減損

時の経過による資産除去債務の増加 △ 1,026,717

資産除去債務の履行に伴う取り崩し 14,283,926 8,858,047 17,151,245

Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

（１）　利益の処分

　　　　利益処分による積立

（２）　その他

　　　　当期純利益

　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額 389,834,582

　　　　目的積立金取崩額 10,417,000

当期変動額合計 0 0 2,352,989,343 △1,023,411,234 136,251,732 16,124,528

当期末残高 65,260,120,096 65,260,120,096 40,272,334,298 △40,259,273,325 △20,226,526 △21,321,847

※資本剰余金の財源別増減明細
期首
残高

当期
増加額

当期
減少額

期末
残高

施設費 25,951,492,148 2,808,460,240 42,717,876 28,717,234,512

授業料 200,000 0 0 200,000

補助金等 7,688,622,000 0 0 7,688,622,000

寄附金等 73,434,445 0 0 73,434,445

目的積立金 3,852,078,977 400,251,582 20,851,227 4,231,479,332

減資差益 28,941,540 0 0 28,941,540

その他 324,575,845 0 792,153,376 △467,577,531

合計 37,919,344,955 3,208,711,822 855,722,479 40,272,334,298

政府
出資金

資本金
合計

減損損失相当
累計額(－)

利息費用相当
累計額(－)

減少：建物，構築物，工具器具備品の除
却

増加：建物，構築物，工具器具備品の取
得
減少：建物，工具器具備品の除却

増加：建物，構築物，工具器具備品の取
得
減少：建物，工具器具備品の除却

摘要

純 資 産 変 動 計 算 書
（令和7年4月1日～令和8年3月31日）

当期変動額

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金

当期首残高

資本
剰余金

減価償却相当
累計額(－)
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（単位：円）

うち当期総利益

△1,177,504,182 △2,687,945,951 11,325,940,890 1,824,953,321 12,945,176,492 1,228,157,349 0 27,324,228,052 89,896,402,197

2,808,460,240 2,808,460,240

△ 141,115,918 △ 141,115,918 △ 141,115,918

△ 1,766,023,954 △ 1,766,023,954

0 0

△ 1,026,717 △ 1,026,717

40,293,218 40,293,218

400,105,579 828,051,770 △1,228,157,349 0 0

452,280,344 452,280,344 452,280,344 452,280,344

389,834,582 △851,855,783 462,021,201 462,021,201 △389,834,582 0

10,417,000 △14,386,954 3,969,954 3,969,954 △10,417,000 0

△141,115,918 1,340,838,451 △851,855,783 385,718,625 828,051,770 △309,885,850 918,271,499 52,028,762 1,392,867,213

△1,318,620,100 △1,347,107,500 10,474,085,107 2,210,671,946 13,773,228,262 918,271,499 918,271,499 27,376,256,814 91,289,269,410

純資産
合計教育・研究・診療等

事業充実積立金
積立金 当期未処分利益 利益剰余金合計

Ⅲ　利益剰余金

除売却差額相当
累計額(－)

資本
剰余金
合計

前中期目標期間
繰越積立金
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（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料，商品又はサービスの購入による支出 △ 26,740,751,097

人件費支出 △ 30,606,696,301

その他の業務支出 △ 1,467,449,580

運営費交付金収入 16,116,328,000

授業料収入 5,130,828,858

入学金収入 701,338,900

検定料収入 158,776,220

附属病院収入 33,230,987,145

受託研究収入 2,540,678,523

共同研究収入 505,664,113

受託事業等収入 193,009,001

補助金等収入 5,430,863,176

補助金等の精算による返還金の支出 △ 154,057,282

寄附金収入 1,285,968,862

寄附金の移し替え及び返還による支出 △ 3,081,474

預り科学研究費補助金等の減少 △ 52,528,705

預り金の増加 40,629,932

その他収入 956,663,404

業務活動によるキャッシュ・フロー 7,267,171,695

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 678,735,000

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 5,610,766,525

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 150,730

定期預金の預入による支出 △ 28,000,000,000

定期預金の払戻による収入 26,000,000,000

施設費による収入 2,129,282,743

資産除去債務の履行による支出 △ 115,601,600

小計 △ 6,275,669,652

利息及び配当金の受取額 102,521,416

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6,173,148,236

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 397,715,000

長期借入金の返済による支出 △ 1,199,536,000

大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済支出 △ 295,456,379

未払金（リース債務）の支払額 △ 708,565,503

小計 △ 1,805,842,882

利息の支払額 △ 71,629,857

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,877,472,739

Ⅳ 資金増加額 △ 783,449,280

Ⅴ 資金期首残高 9,547,513,816

Ⅵ 資金期末残高 8,764,064,536

キャッシュ・フロー計算書
（令和7年4月1日～令和8年3月31日）
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（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 918,271,499

当期総利益 918,271,499

Ⅱ 利益処分額

積立金 235,355,747      

国立大学法人法第35条の2において準用する

独立行政法人通則法第44条第3項により

文部科学大臣の承認を受けようとする額

教育・研究・診療等事業充実積立金 682,915,752 682,915,752 918,271,499

利益の処分に関する書類（案）
（令和8年3月31日）
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【重要な会計方針】 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

原則として，期間進行基準を採用しております。 

なお，退職一時金については費用進行基準を採用しております。 

また，「基幹運営費交付金（ミッション実現加速化経費）」及び「特殊要因運営費交付

金」に充当される運営費交付金の一部については，文部科学省の指定に従い業務達成基準

あるいは費用進行基準を採用し，「法人内予算におけるプロジェクト事業」に充当される運

営費交付金の一部については，学長の指定に従い業務達成基準を採用しております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用しております。 

耐用年数については，法人税法上の耐用年数を基準としておりますが，主な資産の耐

用年数は以下のとおりです。 

建 物         ６～４７年 

構 築 物        １０～６０年 

機 械 装 置         ７～１７年 

工 具 器 具 備 品         ２～２０年 

船 舶          ２～５年 

車 両 運 搬 具          ３～９年 

なお，受託研究等収入によって購入した固定資産については，令和4年度以前に取得し

た場合は研究期間を，令和5年度以降に取得した場合は当該研究の終了後に他の目的で使

用することが困難な場合は研究期間を，他の目的で使用可能な場合は，法人税法上の耐

用年数としております。 

また，特定の償却資産（国立大学法人会計基準第78）及び資産除去債務に対応する特

定の除去費用等（国立大学法人会計基準第86）に係る減価償却相当額については，減価

償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお，法人内利用のソフトウェアについては，法人内における利用可能期間（５年）

に基づいております。 
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３．引当金及び見積額の計上基準 

（１）賞与引当金 

 運営費交付金による財源措置がなされない教職員の賞与の支給に備えるため，当該教

職員に対する賞与支給見込額のうち，当事業年度に帰属する額を計上しております。 

 運営費交付金による財源措置がなされる教職員の賞与については，賞与引当金は計上

しておりません。 

なお，資本剰余金を減額したコスト等の注記における賞与引当増加相当額は，当事業

年度末の賞与引当相当額から前事業年度末の同相当額を控除した額を計上しておりま

す。 

 

（２）退職給付引当金 

 運営費交付金による財源措置がなされない教職員の退職一時金の支給に備えるため，

期末要支給額にて退職給付引当金を計上しております。 

 運営費交付金による財源措置がなされる教職員等の退職一時金については，退職給付

に係る引当金は計上しておりません。 

なお，資本剰余金を減額したコスト等の注記における退職給付引当増加相当額は，国

立大学法人会計基準第83第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の

当期増加額を計上しております。 

 

（３）徴収不能引当金 

将来の貸倒による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し，回収不能見込額を計上しており

ます。 

 

（４）貸倒引当金 

将来の貸倒による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し，回収不能見込額を計上しており

ます。 

 

 

４．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）を採用しております。 

 

 

（２）その他有価証券 

移動平均法による原価法を採用しております。 
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５．収益及び費用の計上基準 

附属病院の診療に係る収益は，主に健康保険組合等の保険者又は患者から支出された医

療費（診療費）であり，当法人は患者に対して診療行為等のサービス等を引き渡す義務を

負っております。当該履行義務は，診療行為等のサービス等を実施した一時点において充

足されると判断し，収益を認識しております。 

 

６．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）評価基準 

  低価法を採用しております。 

 

（２）評価方法 

  移動平均法を採用しております。ただし，一部のたな卸資産については，最終仕入原

価法を適用しております。 

 

７．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は，期末日の直物為替相場により円貨に換算し，換算差額は損益とし

て処理しております。 

 

８．リース取引の会計処理 

リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については，通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

９．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は，税込方式によっております。 
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【重要な会計方針の変更】 

該当ありません。 

 

【表示方法の変更】 

該当ありません。 

 

【会計上の見積りの変更】 

当事業年度において，資産除去債務の会計上の見積りを変更しております。変更による

影響額等につきましては，資産除去債務に関する注記に記載しております。 

 

【重要な後発事象】 

該当ありません。 
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【貸借対照表に関する注記】 

１．債務保証の総額 

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構に対する債務保証額    409,983,763 円 

 

２．担保に供している資産及び対応する債務残高 

担保に供している資産   土地                 6,165,497,942 円 

建物                9,130,138,104 円 

担保されている債務    長期借入金              9,504,167,000 円 

(うち，１年以内返済予定額        1,227,216,000 円) 

 

３．運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 

14,059,046,772 円 

 

４．運営費交付金から充当されるべき賞与引当相当額の見積額 

1,367,553,478 円 

 

５．リース期間の中途において契約を解除することができないオペレーティング・リース取引

の未経過リース料 

（１）貸借対照表日以後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 

3,329,040 円 

 

（２）貸借対照表日以後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 

8,654,800 円 

 

６．ＰＦＩに類似する取引のサービス部分に係る対価の支払予定額 

（１）貸借対照表日以後一年以内のＰＦＩに類似する取引期間に係る支払予定額 

 1,041,571 円 

 

（２）貸借対照表日以後一年を超えるＰＦＩに類似する取引期間に係る支払予定額 

28,122,417 円 

 

なお，サービス部分の支払額は，物価変動等に伴い改定されることがあります。 

 

７．重要な債務負担行為 

（１）当事業年度契約済で翌期以降に支出を伴うもの 

契約件数                               33 件 

契約金額                          2,593,799,417 円 

（うち，翌期以降に支出する金額                2,491,733,552 円） 
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（２）前事業年度以前に契約済で翌期以降に支出を伴うもの 

契約件数                               28 件 

契約金額                        13,215,696,888 円 

（うち，翌期以降に支出する金額               6,356,918,926 円） 

 

８．利益剰余金のうち，法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

（１）国からの承継時において，附属病院の建物，構築物等の時価評価等により，借入金 

見合いの資産の額が，当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 

附属病院に関する借入金の元金償還額の累計         44,141,176,058 円 

当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計      34,447,729,318 円 

利益剰余金に与える影響額（差引き）            9,693,446,740 円 

 

（２）附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの収益化額が二重になっているこ

とによるもの 

法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計上していた額のう

ち，資産の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する当該負債の収益化累計

額 

1,209,723,669 円 

 

（３）国からの承継時において，附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入 

のうち，国からの出資ではなく譲与としたことによるもの        151,499,089 円 

 

（４）国からの承継時において，附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料 

について，国からの出資ではなく譲与としたことによるもの       443,165,154 円  

合計 11,497,834,652 円 

 

【損益計算書に関する注記】 

１．当期総利益のうち，法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

（１）国からの承継時において，附属病院の建物，構築物等の時価評価等により，借入金 

見合いの資産の額が，当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 

附属病院に関する借入金の元金償還額             1,494,992,379 円 

当該借入金により取得した資産の減価償却費          1,083,104,850 円 

当期総利益に与える影響額（差引き）              411,887,529 円 

（２）附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの収益化額が二重になっているこ

とによるもの 

法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計上していた額のう

ち，資産の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する当該負債の収益化額 

             0 円 
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合計  411,887,529 円 

 

２．臨時損失 

臨時損失のうち，過年度損益修正損 11,299,777 円は，令和 5 事業年度において補助金収

益として計上した「新潟県医療施設等設備整備費補助金」の確定額に変更があったため，

補助金返還により損失が発生したものです。 

 

 

【収益認識に関する注記】 

当法人は，以下に記載する内容を除き，国立大学法人会計基準第 77 における収益に重要性

が乏しいため，注記を省略しております。 

（１）収益の分解情報 

当法人は教育・研究・診療業務及びその他の事業を実施しており，国立大学法人会計

基準第77を適用する取引に係る主なサービス等の種類と収益の額は，附属病院の診療に

よる附属病院収益33,191,538,355円です。 

（２）収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針」の「５．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 

（３）当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

当該事業年度末における残存履行義務はありません。 

 

【キャッシュ・フロー計算書に関する注記】 

１．資金期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金                18,810,165,641 円 

定期預金                △ 10,046,101,105 円  

資金期末残高                  8,764,064,536 円  

 

２．重要な非資金取引 

（１）ファイナンス・リースによる固定資産の取得    295,480,044 円 

（２）現物寄附による有形固定資産の取得         45,455,962 円 

（３）現物寄附による少額等資産の取得           18,195,037 円 

 

【国立大学法人等の業務運営費に関して国民の負担に帰せられるコストの注記】 

 

Ⅰ 業務費用  

（１）損益計算書上の費用            65,641,495,243 円 

（２）（控除）自己収入等                △ 46,288,882,625 円 

   業務費用合計                        19,352,612,618 円 
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Ⅱ 資本剰余金を減額したコスト等                            3,000,860,689 円 

Ⅲ 機会費用                                  

国又は地方公共団体の無償又は減額された           

使用料による貸借取引の機会費用             17,977,038 円 

政府出資等の機会費用                    1,429,256,853 円 

無利子又は通常よりも有利な条件による             

融資取引の機会費用                         0 円 

機会費用合計                           1,447,233,891 円 

Ⅳ（控除）国庫納付額                                     0 円 

Ⅴ 国立大学法人等の業務運営に関して国民の             

負担に帰せられるコスト                    23,800,707,198 円 

 

国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における機会費

用の計上方法 

（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法 

近隣の地代や賃借料及び地方公共団体の条例等を参考に計算しております。 

（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

「国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における

機会費用の算定に係る利回りについて（通知）」(令和８年４月10日付 ８文科高第46号)

に基づき，2.345%で計算しております。 

 

【固定資産の減損に関する注記】 

 

１．減損の兆候が認められた固定資産に関する事項 

（１）学生寮（五十嵐寮 A 棟） 

  ① 減損の兆候が認められた固定資産の概要 

名称 用途 種類 場所 数量 帳簿価額 

五十嵐寮 

A 棟（男子寮） 

学生

宿舎 
建物 

新潟県新潟市西

区五十嵐二の町 
3,603.17 ㎡ 41,941,201 円 

 ② 認められた減損の兆候 

当該宿舎は，分電盤及び電気室の変圧器の容量不足により意図的に入寮者の制限を行

っているため，使用状況の著しい低下が認められました。 

  ③ 減損を認識するには至らなかった根拠 

電気容量不足解消の目途は立っておりませんが，現状でも総戸数の半分まで入居可能

であり，入居率 50％まで回復する見込みがあることから，一時的な稼働率の低下であ

ると判断し，減損を認識しておりません。 
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（２）学生寮（五十嵐寮 B 棟） 

 ① 減損の兆候が認められた固定資産の概要 

名称 用途 種類 場所 数量 帳簿価額 

五十嵐寮 

B 棟（女子寮） 

学生

宿舎 
建物 

新潟県新潟市西

区五十嵐二の町 
3,655.82 ㎡ 41,224,332 円 

 ② 認められた減損の兆候 

当該宿舎は，分電盤及び電気室の変圧器の容量不足により意図的に入寮者の制限を行

っているため，使用状況の著しい低下が認められました。 

  ③ 減損を認識するには至らなかった根拠 

電気容量不足解消の目途は立っておりませんが，現状でも総戸数の半分まで入居可能

であり，入居率 50％まで回復する見込みがあることから，一時的な稼働率の低下であ

ると判断し，減損を認識しておりません。 

 

（３）国際交流会館 

 ① 減損の兆候が認められた固定資産の概要 

名称 用途 種類 場所 数量 帳簿価額 

国際交流会館 

外国人

留学生

用宿舎 

建物 
新潟県新潟市西

区五十嵐二の町 

1,724.11

㎡ 
45,255,845 円 

② 認められた減損の兆候 

当該宿舎は，老朽化による不具合の発生が多く，緊急避難用の空き居室を一定数常備

する必要があるため，一時的に稼働率が低下しています。 

 ③ 減損を認識するには至らなかった根拠 

空き居室の運用方法を見直し必要な確保数を最適化することにより，多くの留学生に

入居の余地を確保できるように改善し，入居対象者の拡大を図っています。一時的な稼

働率の低下であり，今後は段階的に留学生数が増加すると想定されるため，減損を認識

しておりません。 

 

（４）有朋会館 

 ① 減損の兆候が認められた固定資産の概要 

名称 用途 種類 場所 数量 帳簿価額 

有朋会館 
宿泊

施設 
建物 

新潟県新潟市西

区五十嵐二の町 
611.12 ㎡ 11,965,065 円 

 ② 認められた減損の兆候 

当該施設は，コロナ禍から開始したオンライン授業の普及等により非常勤講師等の来

学者数が減少したため，使用状況の著しい低下が認められました。 

  ③ 減損を認識するには至らなかった根拠 
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一時的な稼働率の低下であり，今後は対面授業の増加により利用者数の増加が見込ま

れるため，減損を認識しておりません。 

 

（５）電話加入権 

  ① 減損の兆候が認められた固定資産の概要 

種類 数量 帳簿価額 

電話加入権 255 回線 2,550,000 円 

 ② 認められた減損の兆候 

国税庁が公示していた財産評価基準における電話加入権の標準価額は年々下落傾向

にあり，取得時と比較して 50％以上下落しております。 

  ③ 減損を認識するには至らなかった根拠 

当該資産の回収可能サービス価額（使用価値相当額）として，日本電信電話株式会社

が公示している施設設置負担金により算出したところ，1回線当たり39,600円であり，

帳簿価額を上回っております。 

 

（６）テレビ会議システム 

  ① 減損の兆候が認められた固定資産の概要 

名称 種類 帳簿価額 

テレビ会議システム 工具器具備品 2,485,703 円 

② 認められた減損の兆候 

当該設備は，導入当初は全学会議で月 2 回程度使用されていましたが，Web 会議シス

テム導入後は使用する機会が減少し，使用状況の著しい低下が認められました。 

  ③ 減損を認識するには至らなかった根拠 

専用回線を使用しており，災害時などインターネットが使用できない状況下や機密性

の高い会議等で使用する可能性が想定されるため，減損を認識しておりません。 

 

【賃貸等不動産の時価等に関する注記】 

 当法人は，新潟市西区五十嵐キャンパスにおいて，賃貸等不動産を保有しております

が，賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいことから，注記を省略しております。 

 

【資産除去債務に関する注記】 

１．資産除去債務の内容について 

石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去に係る義務，フロン排出抑制法

に基づく建物のフロン除去に係る義務，放射線障害予防法に基づく除却時の費用負担に係る

義務を資産除去債務として計上しております。 
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２．支出発生までの見込期間，適用した割引率等の前提条件 

使用見込期間を 5 年～47 年と見積もり，割引率は 0.495%～2.927%を使用し資産除去債務

額を計算しております。 

 

３．資産除去債務の期中における増減内容 

   期首残高              114,750,598 円 

   有形固定資産の取得に伴う増加           － 

   時の経過による調整額            1,076,871 円 

見積りの変更による増加      303,437,780 円 

   資産除去債務の履行に伴う減少     41,263,726 円 

その他増減額（△は減少）            －      

   期末残高              378,001,523 円  

 

４．見積りを変更した資産除去債務の概要及び影響額 

当法人が保有する建物のアスベスト除去に係る義務について資産除去債務を計上してお

りますが，当事業年度において物価及び人件費の上昇に伴う工事費の増加等を反映した新た

な情報を入手したため，見積りの変更を行っております。この見積りの変更により，変更前

の資産除去債務残高に 303,437,780 円を加算しております。 

なお，この変更に伴い計上した有形固定資産のうち残存耐用年数が 0 年のものについて

は，当事業年度において同額を即日償却しております。 

 

５．貸借対照表に計上していない資産除去債務の概要及びその理由 

   該当ありません。 

 

 

【金融商品の時価等に関する注記】 

１．金融商品の状況に関する事項 

当法人は，資金運用については，下記の認定基準対象の金融商品に限定し，資金調達に

ついては独立行政法人大学改革支援・学位授与機構からの借入れに限定しております。 

資金運用にあたっては，国立大学法人法第35条の2が準用する独立行政法人通則法第47条

及び国立大学法人法第33条の５第２項の規定に基づき，社債及び外国債を保有しておりま

す。当該運用資産は，為替相場の変動による為替リスクや信用リスク等を包含しておりま

すが，資金運用管理規程に基づき適切なリスク管理を実施し，資金の運用状況や管理運用

業務の実施状況を資金管理委員会に報告しております。また，取引関係の維持・強化を目

的として株式を保有しており，市場価格の変動リスク，発行体の信用リスクに晒されてお

ります。発行体の信用リスクに関しては，毎期末決算時において財務諸表を徴取し，実質

価額や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握しております。なお，未収附属病院収入
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は，債権管理細則に沿ってリスク管理を行っております。 

大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金で

あり，文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

  期末日における貸借対照表計上額，時価及びこれらの差額については，次のとおりで

す。なお，市場価格のない株式等は，次表には含めておりません。また，現金は注記を省

略しており，預金，未収入金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似

することから，注記を省略しております。 

 

(単位:円) 

 

(*1) 負債に計上されているものについては，( ) で示しております。 

(*2) 未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除しております。 

(*3) 一年以内返済予定（流動負債に計上）のものを含んでおります。 

 

（注１）市場価格のない株式等は次のとおりです。 

（単位：円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 1,082,100 

 

（注２）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を，時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて，以

下の三つのレベルに分類しております。 

  

 貸借対照表計上額

(*1) 
時価(*1) 差額(*1) 

(1) 有価証券及び投資有価証券 

   満期保有目的の債券 

(2) 未収附属病院収入 

及び契約資産 

徴収不能引当金(*2) 

 

(3) 大学改革支援・学位授与 

機構債務負担金(*3) 

(4) 長期借入金(*3) 

(5) 長期リース債務(*3) 

 

3,190,907,044 

6,015,045,150 

 

△2,610,783 

 

3,053,310,397 

 

△137,596,647 

 

6,012,434,367 

(409,983,763) 

 

(9,504,167,000) 

(1,964,581,112) 

6,012,434,367 

(402,979,941) 

 

(8,815,147,251) 

(1,919,825,026) 

－ 

(△7,003,822) 

 

(△689,019,749) 

(△44,756,086) 
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レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の） 

相場価格により算定した時価 

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能 

なインプットを用いて算定した時価  

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

  

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には，それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち，時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。 

  

 

有価証券及び投資有価証券 

社債は相場価格を用いて評価しております。これらは市場での取引頻度が低く，活発な市

場における相場価格とは認められないため，その時価をレベル２の時価に分類しておりま

す。 

  

未収附属病院収入及び契約資産 

   未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については，担保又は保証による回収見込額等によ

り時価を算定しており，レベル３の時価に分類しております。その他の未収附属病院収入及

び契約資産は短期間で決済されるため，時価が帳簿価額に近似することから，帳簿価額をも

って時価としております。 

  

大学改革支援・学位授与機構債務負担金，長期借入金及び長期リース債務 

   これらの時価は，元利金の合計額と，当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率

を基に，割引現在価値法により算定しており，レベル２の時価に分類しております。 

 

【退職給付に関する注記】 

１．採用している退職給付制度の概要 

当法人は，職員の退職給付に充てるため，非積立型の退職一時金制度を採用しております。

当該制度では，給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており，簡便法により退職給付引

当金及び退職給付費用を計算しております。 

２．確定給付制度 

（１）簡便法を適用した制度の，退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付引当金  339,230,022 円 

 退職給付費用           66,772,333 円 

 退職給付の支払額        △ 31,731,149 円  

期末における退職給付引当金     374,271,206 円  
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（２）退職給付に関連する損益 

簡便法で計算した退職給付費用    66,772,333 円 
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